第１部　計画策定にあたって

第１部　計画策定にあたって


第1 　計画策定の趣旨



1 　 高齢社会への取組み

(1) 　国の取組み
わが国は、諸外国に例をみない速さで人口の高齢化が進みつつあり、これまでどの国も経験したことのない高い水準になると予側されています。この「高齢化」が言われはじめたのは、高齢化率が10％を超えた昭和60年頃からで、国もこの頃から高齢化対策に本腰を入れて取り組んできました。その後の高齢者施策を概観しますと、介護保険制度の導入は必然であったことがよく分かります。

平成17年６月、「介護保険法等の一部を改正する法律」が公布されました。この改正は、制定時の介護保険法附則第２条に規定された「施行後５年を目途として必要な見直し等の措置が講ぜられるべきものとする」を受けて行われたものです。主な改正点として、地域支援事業および新予防給付の導入による予防重視型システムへの転換とそれに伴う要介護状態区分の変更、介護保険施設などにおける居住費および食費の保険給付対象外、小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの創設などがあります。この改正内容は、平成17年度に策定した岐阜市老人保健福祉計画にとり入れています。

平成18年６月、「健康保険法等の一部を改正する法律」が公布され、「老人保健法」は平成20年４月から「高齢者の医療の確保に関する法律」に名称変更されました。この改正により、従来の老人保健計画は、すべての保険者が策定する特定健康診査等実施計画になりました。したがって、老人保健と老人福祉を一体化して策定していた老人保健福祉計画から老人保健計画が抜けて、老人福祉計画のみとなりました。

	①長寿社会対策大綱(昭和61年６月　閣議決定）

　・政府全体としての長寿社会対策の指針

 　　　　　　　　　
②福祉ビジョン(昭和63年10月　厚生省・労働省より国会提出）

・平成12年にホームヘルパー５万人にする等の具体的目標値の提示

 　　　　　　　　　
③ゴールドプラン(平成元年12月　大蔵・厚生・自治三大臣合意）

・平成12年にホームヘルパー10万人にする等の目標値を提示するとともに在宅介護支援センターなどの新規施策の発表

 　　　　　　　　　
④福祉関係８法の改正(平成２年６月　法律第58号）

・老人および身体障がい者の入所措置権の町村移譲

・市町村および都道府県への老人保健福祉計画作成の義務付け

 　　　　　　　　　
⑤21世紀福祉ビジョン(平成６年３月　閣議報告）

・年金、医療、福祉等をバランスのとれた給付構造に（現状の５：４：１を５：３：２に）

　　 　　　　　　　
⑥新ゴールドプラン（平成６年12月　大蔵・厚生・自治三大臣合意）

・老人保健福祉計画の全国的な集計がゴールドプランを上回ったものになっていたため新たな数値目標を設定

         　　　　 

⑦高齢者介護・自立支援システム研究会報告（平成６年12月）

・「高齢者の自立支援」を基本理念に既存制度を再編成し、①高齢者自身による選択、②介護サービスの一元化、③ケアマネジメントの確立、④社会保険方式の導入を内容とする新介護システムの創設

          　　　  

⑧介護保険法公布(平成９年12月　法律第123号）

・介護サービスを措置制度から保険制度へ

・市町村および都道府県へ介護保険事業計画作成の義務付け

          　　　  

⑨ゴールドプラン21（平成11年12月）

・平成12年度から平成16年度までの高齢者保健福祉施策の方向を示した。ゴールドプラン21で示された「平成16年度における介護サービス提供量」は、各保険者が作成した介護保険事業計画の介護サービス見込量の集計等を踏まえている。

          　　　  

⑩健康日本21（平成12年３月　厚生省公表）

・健康寿命の延伸

          　　　  

⑪介護保険法施行（平成12年４月１日）

          　　　 
⑫社会福祉事業法等の一部改正法公布（平成12年６月　法律第111号）

・社会福祉基礎構造改革

・地域福祉の増進


⑬介護保険法等の一部を改正する法律公布（平成17年６月　法律第77号）

・予防重視型システムへの転換

・要介護状態区分の変更

・施設等における居住費・食費の保険給付対象外

・地域密着型サービスの創設


⑭健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年６月　法律第83号）による老人保健法の改正
・法律名を「高齢者の医療の確保に関する法律」に改正

・老人保健法で定められていた医療、保健事業等の実施主体を医療保険の保険者に
・75歳以上を被保険者とする独立した後期高齢者医療制度の創設（保険者は都道府県内の全市町村で構成する広域連合）

・医療保険の保険者に「特定健康診査等実施計画」策定の義務


平成23年６月、「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が公布されました。この法律は、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の実現に向けた取組みを進めることを主眼とするもので、その概要は次のとおりです。
	①医療と介護の連携の強化等

・医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援（地域包括ケア）を推進

・日常生活圏域ごとに地域ニーズや課題の把握を踏まえた介護保険事業計画を策定

・単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定期巡回・随時対応型サービスや複合型サービスを創設

・保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施を可能とする。

・介護療養病床の廃止期限（平成24年３月末）を猶予（新たな指定は行わない）

②介護人材の確保とサービスの質の向上

・介護福祉士や一定の教育を受けた介護職員等によるたんの吸引等の実施を可能とする。

・介護福祉士の資格取得方法の見直し（平成24年４月実施予定）を延期

・介護事業所における労働法規の遵守を徹底、事業所指定の欠格要件および取消要件に労働基準法等違反者を追加
・公表前の調査実施の義務付け廃止など介護サービス情報公表制度の見直しを実施
③高齢者の住まいの整備等

・有料老人ホーム等における前払金の返還に関する利用者保護規定を追加

④認知症対策の推進

・市民後見人の育成および活用など、市町村における高齢者の権利擁護を推進
・市町村の介護保険事業計画において地域の実情に応じた認知症支援策を盛り込む。

⑤保険者による主体的な取組みの推進

・介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和を確保
・地域密着型サービスについて、公募・選考による指定を可能とする。

⑥保険料の上昇の緩和

・各都道府県の財政安定化基金を取り崩し、介護保険料の軽減等に活用
⑦大都市特例の創設
・都道府県が処理している居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、介護老人福祉施設、介護老人保健施設および介護予防サービス事業者の指定等、報告命令、立入検査等について、指定都市および中核市へ移譲


また、平成23年４月に「高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律」が公布されました。この法律により、従来の高齢者円滑入居賃貸住宅および高齢者向け優良賃貸住宅制度が廃止され、新たに「サービス付き高齢者向け住宅制度」が導入されました。

(2) 　本市の取組み

本市は、平成５年度に老人保健法および老人福祉法に基づく「岐阜市老人保健福祉計画」を策定しました。平成11年度、平成14年度および平成17年度には、介護保険法、老人保健法および老人福祉法に基づく「岐阜市老人保健福祉計画」を策定しました。さらに、平成20年度には、介護保険法および老人福祉法に基づく「岐阜市高齢者福祉計画」を策定しました。
これらの計画により推進してきた本市の介護保険事業は、居宅介護支援事業者、サービス提供事業者等の協力もあって、順調に推移しています。

(3) 　介護保険事業計画

介護保険の保険者は市町村ですから、本市は要支援・要介護状態となった被保険者にサービスを提供するために、その基盤整備を計画的に進める義務があります。そのために策定するのが介護保険事業計画です。平成５年度に策定した老人保健福祉計画および過去４回策定した介護保険事業計画により、本市の介護サービス提供体制は充実してきました。しかし、要介護となりやすい後期高齢者の増加は急ピッチで進みます。今後、地域密着型サービスや二次予防事業の対象者に対する介護予防などへの対応が必要となってきます。
(4) 　老人福祉計画

老人福祉計画は、介護保険事業計画と一体的に策定するとともに、介護保険の給付対象とならない高齢者に対する生きがい対策など、老人福祉法に定められた範囲が中心となりますが、本計画においては、就労やまちづくりなど高齢者の生活全般を見すえた内容とします。
第2 　計画の策定方法




1 　ニーズの把握等
計画の策定に先立って、高齢者の生活実態、ニーズ、意見、介護保険事業の実施状況等を把握するために、高齢者等実態調査および高齢者生活状況調査を実施しました。

(1) 　高齢者等実態調査

高齢者等実態調査は、①一般高齢者、②要支援・要介護認定者で介護サービスを受けていない人およびその介護者（以下「無受給者」といいます）、③介護予防サービスを受けている人およびその介護者（以下「要支援利用者」といいます）、④居宅で介護サービスを受けている人およびその介護者（以下「要介護利用者」といいます）、⑤小規模多機能型居宅介護利用者、⑥グループホーム入居者、⑦介護保険施設入所者、⑧介護支援専門員、⑨介護予防サービス計画を作成している地域包括支援センター職員（以下「地域包括支援センター職員」といいます）を対象としたアンケート調査です。調査の概要と回収結果は次のとおりです。
表１－1 　高齢者等実態調査の概要と回収結果

	区　　分
	一般高齢者
	居宅要支援・要介護認定者
	小規模多機能型居宅介護利用者

	
	
	無受給者
	要支援利用者
	要介護利用者
	

	調査対象者
	要支援・要介護と認定されていない65歳以上の人
	要支援・要介護認定者で介護（予防）サービスを受けていない人
	介護予防サービスを利用している人

	介護サービスを利用している人
	小規模多機能型居宅介護利用者全数

	調査票の配布・回収
	郵送配布・郵送回収

	調査基準日
	平成22年11月１日

	調査期間
	平成22年11月
10日～25日　
	平成22年11月１日～15日

	配布数
	2,000
	1,000
	1,000
	2,000
	142

	回収数
	1,472
	716
	757
	1,403
	102

	有効回答数
	1,455
	677
	731
	1,312
	95

	有効回答率（％）
	72.8
	67.7
	73.1
	65.6
	66.9


表１－１　高齢者等実態調査の概要と回収結果（つづき）
	区　分
	グループホーム入居者
	介護保険施設入所者
	介護支援専門員
	地域包括支援センター職員

	調査対象者
	市内のグループホームに入居している岐阜市民
	市内の介護保険施設に入所している岐阜市民
	市内の居宅介護支援事業所で介護（予防）サービス計画を作成している介護支援専門員全数
	市内の地域包括支援センターで介護予防サービス計画を作成している職員全数

	調査票の配布・回収
	郵送配布・郵送回収
	岐阜市社会福祉協議会職員による聞き取り調査
	郵送配布・郵送回収

	調査基準日
	平成22年11月１日

	調査期間
	平成22年11月１日～15日

	配布数
	500
	500
	349
	71

	回収率
	335
	500
	243
	63

	有効回答数
	295
	483
	243
	63

	有効回答率（％）
	59.0
	96.6
	69.6
	88.7


(2) 　高齢者生活状況調査

平成23年６月から９月にかけて「支援を必要とする高齢者をもれなく把握すること」等を目的として、住民基本台帳等により把握した「ひとり暮らし」または「高齢者のみ」の世帯状況データを民生委員に開示し、これに基づいて、民生委員による訪問ヒアリング調査を実施しました。
表１－2 　高齢者生活状況調査回収結果

	区　　　分
	ひとり暮らし
	高齢者のみの世帯

（うち老老介護世帯）

	回収件数
	14,635
	26,796
(1,154)



2 　計画の策定体制

計画の策定にあたっては、学識経験者、福祉・医療・介護関係者などにより構成された岐阜市高齢者福祉計画推進委員会を設置し、計画内容についての審議を行いました。また、介護保険課、高齢福祉課、福祉医療課、福祉政策課、健康増進課およびまちづくり推進政策課が事務局を担当し、総合調整を行いました。
第3 　計画の性格等




1 　計画の性格

(1)　この計画は、介護保険法第117条に定める市町村介護保険事業計画および老人福祉法第20条の８に定める市町村老人福祉計画です。

(2)　この計画は、「岐阜市総合計画」はもちろんのこと、「岐阜市地域福祉計画」「ぎふ市民健康基本計画」「特定健康診査等実施計画」「岐阜市障害者計画」「岐阜市住宅マスタープラン」などの本市の関連計画や、「岐阜県保健医療計画」など他機関の関連計画との調整を図りつつ推進します。


2 　計画期間

この計画の期間は、平成24年度から平成26年度の３年間とし、各年度において点検・評価を行います。平成17年度に策定した第３期計画においては、10年以内に団塊の世代が高齢期（65歳以上）に達し、高齢者の比率が極めて高い超高齢社会が継続するため、10年後の高齢者介護のあるべき姿を念頭において、制度の持続可能性の確保、明るく活力ある高齢社会の構築等をめざした平成26年度の目標を設定しました。この第５期計画は、平成26年度の目標に至る最終段階の位置付けです。
図１－1 　計画期間・見直しの時期・点検および評価
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3 　老人福祉圏域

広域的な対応を必要とするものについては、都道府県の定める老人福祉圏域で調整することとされています。岐阜県の老人福祉圏域は、岐阜・西濃・中濃・東濃・飛騨の５圏域で、本市は、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、羽島郡および本巣郡の６市２郡（３町）で構成する岐阜圏域に属しています。この老人福祉圏域は、「岐阜県保健医療計画」で定める二次医療圏と同じです。

4 　日常生活圏域

地域包括支援センターは、介護予防ケアマネジメント・総合相談支援・権利擁護・包括的継続的ケアマネジメントの４つの業務を行うことを目的として、平成18年度に設置しました。コミュニティセンターを中心とした地域生活圏域に合わせるとの考え方から、13地域包括支援センターを設置していますが、高齢者の人口が多いところは10,000人を超え、少ないところが4,000人弱となっており、今後このアンバランスをどう調整していくかが課題です。なお、調整は地域包括支援センターが求められる機能を十分発揮し、センター相互の連携を図るため設置された岐阜市地域包括支援センター運営協議会が行うことになります（32頁参照）。
図１－2 　日常生活圏域と地域包括支援センター
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●：地域包括支援センター
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